
 

大分市総合計画 体系図 
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【社会福祉の充実】     ◆地域福祉の推進  

◆子ども･子育て支援の充実   地域子育て支援拠点事業 

◆高齢者福祉の充実        児童育成クラブ事業 

◆障がい者(児)福祉の充実   子ども家庭支援センター事業 

◆社会保障制度の充実          子育て支援サイト運営事業 

【健康の増進と 

医療体制の充実】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政評価・実施計画は、総合計画の政策体系に基づき評価を行います。 

…
 

政策 19 施策 42 事務事業  約 1,500 

…
 

②施策評価 ③事務事業評価、④実施計画 

・目標達成度とそれによる

効果と経費を評価 

     ↓ 

・市民ニーズや満足度を 

踏まえ、施策展開の状

況を評価 

     ↓ 

・次年度以降の施策展開の 

方針決定･重要施策の 

選定に活用 

・必要性、有効性、効率性、 

公平性等の観点で評価 

・施策の目標、方針達成のための 

貢献度を評価 

     ↓ 

・予算編成に反映 

・事務事業の見直しに反映(③) 

・重点事業の決定(④) 

大分市総合計画 政策体系に基づく評価 

①政策評価 

・社会情勢や市民ニー

ズと目標が合致してい

るかを評価 

    ↓ 

・改善すべき課題や、さ

らに発展させるべき課

題について指標などに

より評価 

    ↓ 

・施策の見直しにより 

政策の改善を図る 

 

政策を達成するため 

の具体的な方策 

施策を実現するため 

の具体的な活動 

市の基本方針 

【議題 4】資料 3 

行政評価制度の見直しについて 



5月9日（火）　　行政評価・実施計画事務説明会

　 5月

　

　 7月

7月

～

8月

8月下旬

10月以降 　

　

3月

　

令和５年度 大分市行政評価・実施計画の進行イメージ

●全ての事務事業(約1,500事業)の評価、
　指定管理者制度導入施設(14施設)の評価を
　各担当課・各部局で実施
●新規事業・既存事業の拡充を検討

～

6月30日（金）　各部局が各種様式を提出

《内部検討チーム(企画課)での整理・集約》　

●企画課・財政課担当者によるヒアリング
●企画課長・企画部長によるヒアリング
●内部検討チームによる二次評価(案)の作成
●一次評価を点検し、各部局へフィードバック

《総合経営会議での審議》

●実施計画事業（新規・重点事業）の方向性の決定
●指定管理者管理運営評価 ※14施設
●政策施策評価
●事務事業評価

議 会

内部(一次)評価

内部(二次)評価内部(二次)評価

予算案作成

《第２回行政評価・行政

改革推進委員会》 【公開】

●指定管理者の管理運営

（指定管理者評価部会報告）

 



(1) 千円

千円

千円

(2) 千円

千円

千円

時間 ○

○

事業経過年数 15年以上

事務事業名 大分市行政改革推進事業 事業の別 一般事業

基本政策 政策 取組番号

令和５年度 事務事業評価　個表

部局 企画部 課 企画課 記入者 三苫 内線 4842 整理番号 1

会計 01．一般会計 経・臨 臨時 款 2 項 1 4目

施策 基本姿勢 84．行政改革の推進・計画的な財政運営

事業の対象 内部管理 実施地域 全域 事業実施期間 平成  16  年度 ～    令和     年度

552

過疎関連 非該当

公共施設マネジメント関連 非該当 国土強靭化地域計画関連 非該当 地域ﾋﾞｼﾞｮﾝ関連 非該当

実施計画事業 広域関連地方創生関連 非該当 非該当非該当 非該当
新型コロナ
対策関連

目　的
　少子高齢化の進行とそれに伴う人口減少、扶助費等の社会保障関係費の増嵩、公共施設の老朽化など多くの
課題がある中、限られた経営資源を有効活用した自律的な行政運営を念頭に、より質の高い行政サービスの提
供に取り組む。

活動内容

　令和5年4月に策定した「大分市行政改革推進プラン（第6次）」を計画的に実行するため、その進行管理を
行う。また、事務事業の整理・合理化を進めるため、内部評価の質的充実を図るとともに、効果的な外部評価
の仕組みを導入するなど、行政評価制度を再構築することで、持続可能な行財政基盤の確立を目指す。
　市民意識調査では、今後のまちづくりの方向性や市が重点的に取組むべき施策を検討する上での資料となる
よう項目ごとに対象者を絞り実施し、より正確な結果を得られるよう取組んでいく。

評　価　指　標

評価指標名 指標の説明（式） 単位
基準値

（基準年度）
令和４年度

計画
令和４年度

実績
目標値

（目標年度）
達成状況

行政改革推進プラ
ン2018改善効果額

計画期間の累積効果額 千円 8,544,468 9,409,895 7,500,000 a

行政改革推進プラ
ン（第6次）

千円 1,000,000

区　　　　　分 単位
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

計　画 実　績 計　画 計　画 計　画 計　画

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

事 業 費 2,999 2,330 2,834 3,698

一 般 財 源 2,999 2,330 2,834

(　　％)
千円 0 0 0 0

3,698

3,698 3,698

財
源
内
訳

国庫支出金 (　　)
千円 0 0 0 0 0 0

-

県支出金 (　　)
千円 0 0 0 0 0 0

-

市  債

3,698

25,298

0 0
-

そ の 他 0 0 0 0 0 0

人 件 費 19,440 19,440 18,000 18,000 21,600 21,600

21,770 20,834 21,698 25,298

方
向
性

予
算
の

2.維持

方向性

総合評価（施策目標達成のために、他の事務事業と比較した場合の優先度） 事務事業の見直し

個
別
評
価

評価区分 評価理由　及び　今後の具体的な改革案　並びに　予想される効果・課題・問題点等

方
向
性

改
革
の

ｃ.制度・組
織・規制等の
改廃、事業内

容の改善

―（優先度をつけられない事業）
有無 あり なし

　令和5年4月に策定した「大分市行政改革推進プラン（第6次）」における取組のうち、行政評価制
度の手法の見直しや書かない窓口の導入促進など組織横断的な取組内容が多く、また、各課だけで
は解決に結びつけることが難しい課題も多いことから参考となる事例の調査・研究を行うととも
に、庁内にプロジェクトチームを起ち上げ、取組が円滑に進むよう調整を図っていく。
　市民意識調査は電子申請システムを活用した回答が主となるような調査手法を検討することで、
業務執行に係る事務負担の軽減及び経費の削減を図る。

事業に係る時間外勤務 実績 435:30 類似事業の有無 あり なし

使用料・手数料等 収入 (3) 0 0 0 0 0 0

総 事 業 費 (1)+(2) 22,439

3,698

様式５様式５



令和４年度 政策・施策評価 総括表



行政評価制度の再構築について R5.8 行政評価・行政改革推進委員会資料

１ 行政評価制度の現状

⑴大分市総合計画の政策体系に基づき、政策・施策評価、事務事業評価※、指定管理者制度導入施設評価等を行っている。

⑵内部評価として、担当部局による一次評価、総合経営会議による二次評価を実施したのち、外部評価として、大分市行政評
価・行政改革推進委員会にて評価を行い、行政評価結果として公表する。

※事務事業評価
部局内における全ての事務事業について、事業活動内容や目的を明確にし、翌年度事業を含めた各事務事業のコストを把握
する中で、必要性、有効性、効率性、公平性等の観点から、総合的に評価を行うとともに、施策の目標、方針達成のための貢
献度を分析し、事務事業の見直しなどに反映するもの。

⑴政策・施策評価において、総合計画の指標の進捗状況を分析・評価しているが、指標そのものが施策全体を包括するものと
なっていない例があり、施策の目的を達成しているかどうかを評価するに当たり、内容が偏っているものがある。

⑵指標そのものが活動指標（小中学校のトイレの洋式化率など）になっているものがあり、施策の目的を達成しているかどうか
の判断が客観的なものとなっていないものがある。

⑶個々の事務事業の施策に対する貢献度が明確ではないため、政策・施策評価を通じた事務事業の見直しや予算反映につ
ながりにくい。

⑷事務事業数が多いため、個々の事務事業の分析が行き届かず、本来見直しが必要な事業について、見直しにつながってい
ない可能性がある。

⑸事務事業評価の記載内容として、成果や課題が分かりづらいものがある。

２ 行政評価制度の課題



行政評価制度の再構築について R5.8 行政評価・行政改革推進委員会資料

⑴施策評価について、施策全体を包括的に評価できる成果指標の設定に努める。⇒課題⑴及び⑵に対応

⑵事務事業評価について、可能な限り活動指標と成果指標を設定し、個々の事業が施策の目的に対してどのような効果を与え
ているかを客観的に評価できるようにする。⇒課題⑶に対応

⑶見直し対象事業のうち、特に必要と思われる事業（特に課題のある事業、見直しの影響が大きい事業など）について、外部評
価をいただく。⇒課題⑶に対応

⑷全事務事業のうち、１年で重点的に評価・分析する事業を４分の１とし、４年で１サイクルとなるよう評価を行う。また、裁量の余
地のない事業（法定受託事務や内部事務費など）については、評価対象外とする。⇒課題⑷に対応

⑸事務事業評価の個票について、事業の成果、課題等が明確になるよう様式の見直しを行う。⇒課題⑸に対応

４ 行政評価制度の見直し（案）

３ 行政評価制度の見直しのポイント

⑴包括的な成果指標の設定による政策・施策評価の実施

⑵事務事業の分析・評価の充実

⑶施策に対する事務事業の貢献度の評価


